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いじめ防止対策推進法（概要）

◆平成24年７月、滋賀県大津市の自殺事案について、報道がある。

◆平成25年２月、教育再生実行会議第１次提言

「社会総がかりでいじめに対峙していくための基本的な理念や体

制を整備する法律の制定が必要」

◆ 成立（議員立法、９月施行）平成25年６月、「いじめ防止対策推進法」

→学校や地域のいじめの問題への対応を 「計画的 「組織的」、 」

に実行。

一 総則

１ 「いじめ」を「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校（※）

に在籍している等当該児童生徒と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う

心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるも

のを含む ）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感。

じているもの」と定義すること。

※小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校（幼稚部を除く ）。

２ いじめの防止等のための対策の基本理念、いじめの禁止、関係者の責務

等を定めること。

二 いじめ防止基本方針等

１ 国、地方公共団体及び学校の各主体による「いじめの防止等のための対

策に関する基本的な方針」の策定（※）について定めること。

※国及び学校は策定の義務、地方公共団体は策定の努力義務

２ 地方公共団体は、関係機関等の連携を図るため、学校、教育委員会、児

童相談所、法務局、警察その他の関係者により構成されるいじめ問題対策連

絡協議会を置くことができること。
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三 基本的施策・いじめの防止等に関する措置

１ 学校の設置者及び学校が講ずべき基本的施策として、①道徳教育等の充

実、②早期発見のための措置、③相談体制の整備、④インターネットを通じ

て行われるいじめに対する対策の推進を定めるとともに、国及び地方公共団

体が講ずべき基本的施策として、⑤いじめの防止等の対策に従事する人材の

確保等、⑥調査研究の推進、⑦啓発活動について定めること。

２ 学校は、いじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、複数の教職

、 、 。員 心理 福祉等の専門家その他の関係者により構成される組織を置くこと

、 、３ 個別のいじめに対して学校が講ずべき措置として ①いじめの事実確認

②いじめを受けた児童生徒又はその保護者に対する支援、③いじめを行った

児童生徒に対する指導又はその保護者に対する助言について定めるととも

に、いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認めるときの所

轄警察署との連携について定めること。

４ 懲戒、出席停止制度の適切な運用等その他いじめの防止等に関する措置

を定めること。

四 重大事態への対処

１ 学校の設置者又はその設置する学校は、重大事態に対処し、及び同種の

事態の発生の防止に資するため、速やかに、適切な方法により事実関係を明

確にするための調査を行うものとすること。

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、１の調査を行ったときは、当該

調査に係るいじめを受けた児童生徒及びその保護者に対し、必要な情報を適

切に提供するものとすること。

３ 地方公共団体の長等（※）に対する重大事態が発生した旨の報告、地方

公共団体の長等による１の調査の再調査、再調査の結果を踏まえて措置を講

ずること等について定めること。

※公立学校は地方公共団体の長、国立学校は文部科学大臣、私立学校は所轄庁である

都道府県知事



いじめ防止対策推進法（抜粋）

第五章 重大事態への対処

（学校の設置者又はその設置する学校による対処）

第二十八条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、その事

態（以下「重大事態」という ）に対処し、及び当該重大事態と同種の事態の発生。

の防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組

織を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を

明確にするための調査を行うものとする。

一 いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害

が生じた疑いがあると認めるとき。

二 いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを

余儀なくされている疑いがあると認めるとき。

２ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、

当該調査に係るいじめを受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大

事態の事実関係等その他の必要な情報を適切に提供するものとする。

３ 第一項の規定により学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、

同項の規定による調査及び前項の規定による情報の提供について必要な指導及び支

援を行うものとする。

（公立の学校に係る対処）

第三十条 地方公共団体が設置する学校は、第二十八条第一項各号に掲げる場合に

は、当該地方公共団体の教育委員会を通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方

公共団体の長に報告しなければならない。

２ 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、当該報告に係る重大事態

への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めると

きは、附属機関を設けて調査を行う等の方法により、第二十八条第一項の規定によ

る調査の結果について調査を行うことができる。

３ 地方公共団体の長は、前項の規定による調査を行ったときは、その結果を議会

に報告しなければならない。

４ 第二項の規定は、地方公共団体の長に対し、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第二十一条に規定する事務を管理し、

又は執行する権限を与えるものと解釈してはならない。

５ 地方公共団体の長及び教育委員会は、第二項の規定による調査の結果を踏まえ、

自らの権限及び責任において、当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態

と同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずるものとする。



（私立の学校に係る対処）

第三十一条 学校法人（私立学校法（昭和二十四年法律第二百七十号）第三条に規

定する学校法人をいう。以下この条において同じ ）が設置する学校は、第二十八。

条第一項各号に掲げる場合には、重大事態が発生した旨を、当該学校を所轄する都

道府県知事（以下この条において単に「都道府県知事」という ）に報告しなけれ。

ばならない。

２ 前項の規定による報告を受けた都道府県知事は、当該報告に係る重大事態への

対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため必要があると認めるとき

は、附属機関を設けて調査を行う等の方法により、第二十八条第一項の規定による

調査の結果について調査を行うことができる。

３ 都道府県知事は、前項の規定による調査の結果を踏まえ、当該調査に係る学校

法人又はその設置する学校が当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と

同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講ずることができるよう、私立学校

法第六条に規定する権限の適切な行使その他の必要な措置を講ずるものとする。

４ 前二項の規定は、都道府県知事に対し、学校法人が設置する学校に対して行使

することができる権限を新たに与えるものと解釈してはならない。



いじめ重大事態に対する調査スキーム（いじめ防止対策推進法）

○県立学校又は私立学校で、いじめによる重大事態（児童・生徒の自殺や長期欠席など）が発生した場合

１．学校は知事に発生報告。
→知事は、必要に応じ、並行調査をすることが可能。

２．学校又は学校設置者（教育委員会又は学校法人）が調査を実施し、調査結果を知事に報告。
→知事は、必要に応じ、再調査をすることが可能。

学校法人県教委

県立学校 私立学校１.発生
報告

重
大
事
態

知 事

群馬県いじめ
再調査委員会

○必要に応じて、
「並行調査」を実施

【いじめ重大事態への対応イメージ】

○報告書を了とする

又は

○必要に応じて、

「再調査」を実施

※重大事態： ・いじめにより、児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき（１号事案）
・いじめにより、児童生徒が相当の期間（概ね30日間）学校を欠席することを余儀なくされているとき（２号事案）

群馬県
いじめ
問題等
対策
委員会

（再調査等の実施）

調査
組織

調査
組織

重
大
事
態

１.発生
報告

調査
組織

県議会
※県立学校に係る事案は、
再調査の調査結果を報告

２.調査
結果

２.調査
結果

※市町村立学校は市町村教育委員会又は市町村長が対応
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私立学校におけるいじめ重大事態に対する支援体制の確保
（私立学校所管課と教育委員会との連携）

いじめ重大事態に対する私立学校の対応を迅速かつ適切に支援するため、
私立学校所管課である学事法制課と県教育委員会との連携体制を整備

①教育委員会指導主事（義務教育課及び高校教育課）に、学事法制課兼務を発令

・教育委員会指導主事が、学事法制課職員として私立学校に直接、支援可能。

②教育事務所のスーパーバイザー等による支援

③私立学校のいじめ防止対策に係るスキルアップ強化

・私立学校を対象とするいじめ対策研修に教育委員会指導主事を派遣

・教育委員会主催のいじめ防止研修等への私立学校教員の参加

教育委員会

県立学校

＜義務教育課＞
＜高校教育課＞
指導主事

＜学事法制課＞

私立学校

支援 兼務
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